
 

第

１．教

（１）

（２）

 

※

 

４章 子

教育・保

区域設定

本市の地

用状況、施

区域の設定

 

① 勤務

とす

② 一時

③ 教育

区域

 

分野別の

分類

教育・保育

地域子ども

支援事業 

※市内全域

小学校区

子ども

保育の提供

の検討 

地理的条件、

施設の整備状

定を行います

務地等、居住

する。 

時的な需要の

育・保育及び

域設定を行う

区域設定方

類 

育 

も・子育て

：区域数は

：区域数は

熊

稲

碓

嘉

・子育て

供区域の設

、人口、交通

状況等を総合

す。 

住エリア以外

の増減に対し

び地域子ども

う。 

方針 

幼稚園・保育

地域型保育事

① 利用者支

② 地域子育

③ 妊婦健康

④ 乳児家庭

⑤ 養育支援

⑥ 子育て短

⑦ ファミ

⑧ 一時預か

⑨ 時間外保

⑩ 病児・病

⑪ 放課後児

１ 

8 

熊ヶ畑小学校

稲築西小学校

碓井小学校

嘉穂小学校、

27 

て支援事

設定 

通事情その

合的に勘案

外での利用ニ

し、柔軟に対

も・子育て支

事

育所・認定こ

事業 

支援事業 

育て支援拠点

康診査 

庭全戸訪問事

援訪問事業

短期支援事業

リー・サポー

かり事業 

保育（延長保

病後児保育事

児童健全育成

校、上山田小

校、稲築東小

牛隈小学校

第

事業 

他の社会的

し、次の点

ニーズにも柔

対応できるよ

支援事業の現

事業名 

こども園 

点事業 

事業 

業 

ート・センタ

保育・休日保

事業 

成事業 

小学校、下山

小学校 

校 

４章 子ど

的条件、現在

点を重視して

軟に対応でき

うな区域設定

在の実施状況

ー事業 

保育）事業 

山田小学校 

も・子育て支

在の教育・保

て教育・保育

きるような区

定とする。 

況等、実情に

区

市内全域

小学校区

支援事業 

保育の利

育の提供

区域設定

に応じた

区域 

域 

区 
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子育て支援事
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事業 
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２．幼

（１）

■教

事業

認定

認定

小規

 

 

（２）

 

 

（３）

育

割

移

対

に

て

子ども・子

幼児期の教

教育・保

教育・保

教育・保育の

業種別 

幼稚園

定こども園（幼

定こども園（保

保育所

規模保育、事業

計 

年齢計

認定区分＝１号

※幼稚園は、平

教育・保

ニーズ調

ジのように

提供体制

量の提供

育・保育施

割を担って

一方、近

移していま

対し保育士

においても

幼稚園教

うなど、ス

ての両立に

子育て支援事

教育・保

保育の実績 

保育の事業ご

の実績 

認定区分 

 

 

園 

幼稚園部分） 

保育所部分） 

（園） 

業所内保育等 

計 

号：３～５歳（学

平成 26 年 5 月 1

保育の見込量

調査による推

量の見込み

確保方策の

供とともに、

設において

います。 

近年、本市の

す。特に、

１人が必要

幼稚園教諭

教諭や保育士

ムーズな入

支障をきた

事業 

保育の充実

ごとの利用者

１号 

学校教育のみ）、

日の実績、他は

量及び提供

推計を踏まえ

み、また、そ

の内容 

質の高い教

ては、幼稚園

の幼稚園、保

保育所（園

要なことから

諭の不足が見

士等の不足に

入所が困難と

たすことにも

30 

実 

者数の実績は

幼児期の学

教育の利用

望が高い

264 

0 

 

264 

927

２号：３～５歳

は、平成 26 年 4

供体制確保の

えつつ、各事

それに対する

教育・保育の

園教諭や保育

保育所（園）

園）では、０

ら、保育士不

見受けられま

によって、教

となる場合が

もなります。

は下表のよう

利用状況（平

２号 

学校

用希 ３～５

0

663

0

663

歳（保育の必要あ

月 1日の実績

の方針 

事業の実績等

る確保方策を

の提供が求め

育士等への期

の利用児童

０歳児の入所

不足の一因と

ます。 

教育・保育施

があり、就業

 

うになってい

成 26 年度） 

５歳 ０

3 

3 

あり）、３号：０～

等を総合的に

を設定します

められている

期待が高まっ

童数は全体と

所が増えてお

となっていま

施設への入所

業が困難にな

います。 

３号 

０歳 １

 

0 

85 

0 

85 

85 

～２歳（保育の

に勘案し、３

す。 

る現代、幼児

っており、重

として増加傾

おり、０歳児

ます。また、

所を一時待っ

なるなど仕事

１、２歳 

0 

371 

0 

371 

371 

必要あり） 

３２ペー

児期の教

重要な役

傾向で推

児３人に

、幼稚園

ってもら

事と子育



 

育

よ

に

す

の

 

 

 

 

 

 

 

本市では

育士等の確

よる求人情

による潜在

する取り組

さらに、

の活用によ

は、教育・保

保のため、

報等の広報

保育士等の

みを進めま

保育体制強

る幼稚園教

保育の提供体

正規職員の

報を行うなど

の復職支援な

ます。 

強化事業や保

教諭や保育士

31 

体制確保の方

の一定数の確

ど、非正規職

など、潜在す

保育士等処遇

士等の処遇改

第

方策として、

確保並びにハ

職員の確保に

する幼稚園教

遇改善臨時特

改善に引き続

４章 子ど

利用定員の

ハローワーク

に努めます。

教諭や保育士

特例事業など

続き取り組み

も・子育て支

の確保ととも

クや市報等の

また、県と

士等の人材活

ど国・県の補

みます。 

支援事業 

もに、保

の活用に

との連携

活用に対

補助制度
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確

第４章 子ども・

■教育・保育の

※「教育・保育施設

※「地域型保育事業

 

 

 

 

 

 

 

 

教育・保育

地域型保育

②-①

確保方策
(②）

量の見込み（①

子育て支援事業

の見込量及び提供

設」：幼稚園、保育所

業」：小規模保育、家

１号
３～５歳

教育のみ
必

育施設※ 515

育事業※

260

①） 255

平

 

供体制確保の方針

所（園）、認定こども

家庭的保育、居宅訪

２号 ３号
３～５歳 ０～２歳

保育の
必要あり

保育の
必要あり

645 462

0

△ 7

1,100

1,107

平成２７年度

針（年度別） 

も園 

訪問型保育、事業所

１号 ２号
３～５歳 ３～５歳

教育のみ
保育の

必要あり

622

515

273 8

1,1

242

1,0

平成２８年度

28 

内保育 

３号 １号
０～２歳 ３～５歳

保育の
必要あり

教育のみ

470

515

0

2738

00

242

92

度 平
２号 ３号

３～５歳 ０～２歳

み
保育の

必要あり
保育の

必要あり

636 451

0

13

1,100

1,087

平成２９年度
１号 ２号

３～５歳 ３～５歳

り
教育のみ

保育の
必要あり

623

515

282

1

233

1

平成３０年
３号 １号

歳 ０～２歳 ３～５歳

り
保育の

必要あり
教育のみ

450

515

0

28827

,100

227

,073

年度

（単位：人）

２号 ３号
歳 ３～５歳 ０～２歳

み
保育の

必要あり
保育の

必要あ

623 449

0

28

1,072

1,100

平成３１年度

 

歳

の
あり



 

３．地

 

（１）

 

１

 

２

 

 

 

地域子ど

利用者支

子ども

業等の支

供・助言

）量の見込

 

①量の見

②確保方

２）提供体制

① 市役

施設

も・子育

援事業 

も及びその保

支援を円滑に

言を行い、関

込みと確保方

年

見込み 

方策 

②－① 

制の内容 

役所または嘉

設や地域の

 

て支援事

保護者が、確

に利用できる

関係機関と連

方策 

実績

年度 平成 25

年度 

０ 

－ 

－ 

嘉麻市地域

子育て支援

33 

事業の充実

確実に教育・

るよう、身近

連絡調整等を

見込 

平成 26

年度 

０ 

－ 

－ 

子育て支援

援事業等の情

第

実 

・保育を受け

近な場所で

を総合的に行

平成 27

年度 

平

年

１ 

１ 

０ 

援センターに

情報提供や相

４章 子ど

け、地域子ど

相談に応じ

行う事業です

（単位

推  

成 28

度 

平成 2

年度 

１ １ 

１ １ 

０ ０ 

に相談員を配

相談対応、助

も・子育て支

ども・子育て

じ、必要な情

す。 

：実施場所（箇

計 

29 平成 30 

年度 

 １ 

 １ 

 ０ 

配置し、教育

助言等を行

支援事業 

て支援事

情報の提

箇所数）） 

平成 31

年度 

１ 

１ 

０ 

育・保育

います。 
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（２）

１

 

２

 

子ども・子

地域子育

地域の

地域の子

 

）量の見込

 

①量の見

上段：

（下段：

１ヶ月

②確保方

２）提供体制

① 地域

② 子育

 

 

 

 

 

 

 

子育て支援事

て支援拠点

の子育て支援

子育て関連情

込みと確保方

年

見込み 

１ヶ月間、 

のべ利用回数

１日あたり 

利用回数 

月：22 日換算

方策 

②－① 

制の内容 

域子育て支援

育て支援の専

 

事業 

点事業 

援を目的に、

情報の提供、

方策 

実績

年度 平成 25

年度 

数 

算） 

474

(21.5)

474

（21.5）

３か所

0 

援センター

専門性を有

34 

親子の交流

子育て支援

見込 

平成 26

年度 

450 

(20.5)

450 

（20.5）

３か所

0 

（３か所）

する職員の

流の場の提供

援に関する教

平成 27

年度 

平

年

450 

(20.5) (2

450 

（20.5）

３か所

（

３

0 

で実施しま

の配置など相

供、子育てに関

教室等を行い

推  

成 28

度 

平成 2

年度 

450 

20.5) 

420

(19.1

450 

20.5）

か所

420

（19.

３か所

0 0 

ます。 

相談支援機能

関する相談

います。 

（単位

計 

29 平成 30 

年度 

0 

1) 

420 

(19.1) 

0 

1） 

所 

420 

（19.1）

３か所 

0 

能を強化しま

・援助、

位：人回） 

平成 31

年度 

420 

(19.1) 

420 

（19.1）

３か所

0 

ます。 



 

（３）

１

 

２

 

 

（４）

１

 

２

 

妊婦健康

）量の見込

 

①量の見

②確保方

２）提供体制

① 母子

乳児家庭

）量の見込

 

①量の見

②確保方

２）提供体制

① 市

 

 

診査 

込みと確保方

年

見込み 

方策 

②－① 

制の内容 

子健康手帳

庭全戸訪問事

込みと確保方

年

見込み 

方策 

②－① 

制の内容 

の保健師等

 

方策 

実績

年度 平成 25

年度 

433

433

0 

交付時に妊

事業 

方策 

実績

年度 平成 25

年度 

304

304

0 

が訪問して

35 

見込 

平成 26

年度 

410 

410 

0 

妊婦健康診査

見込 

平成 26

年度 

244 

244 

0 

て事業を実施

第

平成 27

年度 

平

年

410 

410 

0 

査補助券を配

平成 27

年度 

平

年

240 

240 

0 

施します。

４章 子ど

（単位

推  

成 28

度 

平成 2

年度 

410 410

410 410

0 0 

配布し、受診

（単位

推  

成 28

度 

平成 2

年度 

240 240

240 240

0 0 

も・子育て支

：実利用人数

計 

29 平成 30 

年度 

0 410 

0 410 

0 

診を奨励しま

：実利用人数

計 

29 平成 30 

年度 

0 240 

0 240 

0 

支援事業 

（年間）） 

平成 31

年度 

410 

410 

0 

ます。 

（年間）） 

平成 31

年度 

240 

240 

0 
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（５）

１

 

２

 

（６）

１

 

２

子ども・子

養育支援

）量の見込

 

①量の見

②確保方

２）提供体制

① 保健師

います

子育て短

子育て短

① 短期入

 保護

難とな

② 夜間養

 保護

童の養

 

）量の見込

 

①量の見

②確保方

２）提供体制

① 市内に

が見込

子育て支援事

訪問事業 

込みと確保方

年

見込み 

方策 

②－① 

制の内容 

師等の育児家

す。 

短期支援事業

短期支援事業

入所生活援助

護者が、疾病

なった場合等

養護等（トワ

護者が、仕事

養育が困難と

込みと確保方

年

見込み 

方策 

②－① 

制の内容 

に、子育て短

込まれるため

事業 

方策 

実績

年度 平成 25

年度 

41 

41 

0 

家庭訪問支援

業 

業は、次の

助（ショー

病など身体上

等に、施設に

ワイライトス

事その他の理

となった場合

方策 

実績

年度 平成 25

年度 

0 

－ 

－ 

短期支援事業

め、委託など

36 

見込 

平成 26

年度 

40 

40 

0 

援員を派遣

２種類から

トステイ）

上・精神上

において児童

ステイ）事

理由により、

合等に、施設

見込 

平成 26

年度 

0 

－ 

－ 

業を実施す

どにより提供

平成 27

年度 

平

年

40 

40 

0 

し、家事援

構成されま

事業 

・環境上の

童を預かる

業 

、平日の夜

設において

平成 27

年度 

平

年

5 

5 

0 

る児童養護

供体制を確

（単位

推  

成 28

度 

平成 2

年度 

40 40 

40 40 

0 0 

援助や育児・

す。 

理由により

事業です。

間又は休日

児童を預か

（単位

推  

成 28

度 

平成 2

年度 

5 5 

5 5 

0 0 

護施設等はあ

保します。

：実利用人数

計 

29 平成 30 

年度 

 40 

 40 

0 

栄養の指導

り、児童の養

 

日に不在とな

かる事業です

：実利用人数

計 

29 平成 30 

年度 

5 

5 

0 

ありませんが

 

（年間）） 

平成 31

年度 

40 

40 

0 

導等を行

養育が困

なり、児

す。 

（年間）） 

平成 31

年度 

5 

5 

0 

が、利用

 



 

（７）

１

 

２

 

ファミリ

ファミリ

受けたい人

動の連絡

迎等があり

ズが把握さ

 

）量の見込

 

①量の見込

上段：１年

（下段：

利

１ヶ月

②確保方策

②

２）提供体制

① 委託等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ー・サポー

リー・サポー

人（依頼会員

・調整を行う

ります、本市

されているた

込みと確保方

年

込み 

間、のべ利用人

：１日あたり、 

利用人数 

：22 日換算） 

策 

②－① 

制の内容 

等により事務

 

ート・セン

ート・センタ

員）と、育児

うものです。

市では、これ

ため、実施を

方策 

実績

年度 平成 25

年度 

人数 
0 

 

－ 

－ 

務局を設置

37 

ター事業

ター（子育て

児の援助を

。相互援助

れまで実施

を検討しま

見込 

平成 26

年度 

0 

 

－ 

－ 

し、事業を

第

て援助活動

行いたい人

活動には、

していませ

す。 

平成 27

年度 

平成

年度

250 

（0.9）

2

（0

－ 
2

（0

△250 

実施します

４章 子ど

支援）事業

人（協力会員

子どもの預

せんが、ニー

推  

成 28

度 

平成 2

年度 

250 

0.9）

250 

（0.9

250 

0.9）

250 

（0.9

0 0 

す。 

も・子育て支

業は、育児の

員）との相互

預かりや施設

ーズ調査等か

（単位

計 

29 平成 30 

年度 

0 

9） 

250 

（0.9） 

0 

9） 

250 

（0.9） 

0 

支援事業 

の援助を

互援助活

設への送

からニー

位：人日） 

平成 31

年度 

250 

（0.9）

250 

（0.9）

0 



第４章 

 

（８）

１

 

①
量
の
見
込
み

②
確
保
方
策 

②－

 

２

 

子ども・子

一時預か

保護者の

族化の進展

的・身体的

す。 

新制度に

童を教育時

 

）量の見込

市内

①
量
の
見
込
み

Ⅰ 幼稚

（年間、

Ⅱ 一時

（年間、

Ⅲ 一時

（年間、

②
確
保
方
策

Ⅰ 幼稚

Ⅱ 一時

Ⅲ 一時

－① 

Ⅰ 幼稚

Ⅱ 一時

Ⅲ 一時

※保育所

２）提供体制

Ⅰ 幼稚園

Ⅱ 幼稚園

Ⅲ 保育所

 

 

子育て支援事

り事業 

の就労・けが

展や地域の

的負担を軽減

においては、

時間終了後に

込みと確保方

の幼稚園、

年

稚園の預かり保

、のべ利用人数

時預かり事業 

、のべ利用人数

時預かり事業

、のべ利用人数

稚園の預かり保

時預かり事業 

時預かり事業

稚園の預かり保

時預かり事業 

時預かり事業

（園）における

制の内容 

園の預かり保

園において保

所（園）にお

 

事業 

がや病気な

つながりの

減するため

、幼稚園に

に保育する預

方策 

及び保育所

実績

年度 平成 25

年度

保育 

数） 
16,615

数） 

（※） 

数） 
880

保育 

16,615

（※） 880

保育 

0

（※） 0

る在園児型以外

保育は、幼稚

保育が必要な

おける一時預

38 

ど一時的に

の希薄化など

に、保育所

おいて保護

預かり保育

所（園）を実

見込 

5 平成 26

年度 

5 17,000

880 

5 17,000

880 

0 

0 

外の事業 

稚園の延長

な児童の預

預かり事業

に家庭での保

どにより、育

所等において

護者の子育て

事業を含み

実施場所とし

平成 27

年度 

平

年

1,300 1

18,000 17

1,050 1

1,300 1

18,000 17

1,050 1

0 

0 

0 

保育として

かり保育と

の実施箇所

保育が困難と

育児疲れに

て児童を一時

てを支援する

みます。 

します。 

推  

成 28

度 

平成

年度 

,200 1,20

7,000 17,0

,050 1,10

,200 1,20

7,000 17,0

,050 1,10

0 0 

0 0 

0 0 

て実施します

して実施し

所数を増やし

となる場合や

による保護者

時的に預かる

るため、希望

（単位

計 

29 平成 30 

年度 

00 1,200 

000 17,000 

00 1,100 

00 1,200 

000 17,000 

00 1,100 

0 

0 

0 

す。 

します。 

します。 

や、核家

者の心理

る事業で

望する児

位：人日） 

平成 31

年度 

1,200 

17,000

1,100 

1,200 

17,000

1,100 

0 

0 

0 



 

（９）

１

 

２

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時間外保

時間外保

公立保育所

 

）量の見込

 

①量の見込み

（１日あたり

うち延長保

（１日あたり

うち休日保

（１日あたり

②確保方策 

②

２）提供体制

① 通常の

ます。

② 日・祝

ます。

育（延長保

保育事業につ

所（１園）で

込みと確保方

年度

み 

、実利用人数）

保育 

り、実利用人数） 

保育 

り、実利用人数） 

－① 

制の内容 

の開所時間を

 

祝日に開所す

 

 

保育・休日

ついては、平

で実施してい

方策 

実績 

 平成 25

年度 

 
3 

3 

0 

3 

0 

を超える延長

する休日保育

39 

保育）事業

平日・土曜日

います。 

見込 

平成 26

年度 

平成

年度

10 

10 

0 

10 

0 

長保育事業

育事業は、

第

業 

の通常の開所

成 27

度 

平成 2

年度

10 10

9 9

1 1

10 10

0 0

は、引き続

今後の利用

４章 子ど

所時間を超え

（単位

推  計 

28 平成 29 

年度 

10 

9 

1 

10 

0 

続き公立保育

意向により

も・子育て支

える延長保育

位：実利用人数

 

平成 30 

年度 

平

年

10 

9 

1 

10 

0 

育所１ヶ所で

り実施の検討

支援事業 

育事業を

数（日）） 

平成 31

年度 

10 

9 

1 

10 

0 

で実施し

討を行い



第４章 

 

（10）

１

 

２

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども・子

病児・病

）量の見込

 

①量の見

上段：

（下段：

    

 １ヶ月

②確保方

２）提供体制

① 保育所

してい

子育て支援事

後児保育事

込みと確保方

年

見込み 

１年間、 

のべ利用人数

１日あたり、

利用人数 

：22 日換算）

方策 

②－① 

制の内容 

所（どんぐり

います。今後

 

事業 

事業 

方策 

実績

年度 平成 25

年度 

数 

 

 

70 

（0.27）

70 

0 

り保育所）に

後も病児・病

40 

見込 

平成 26

年度 

70 

（0.27）

70 

0 

に病後児保

病後児保育事

平成 27

年度 

平

年

260 

（1） 

260 

（1） 

0 

育室「にこ

事業として

推  

成 28

度 

平成 2

年度 

260 

（1） 

260

（1）

260 

（1） 

260

（1）

0 0 

にこルーム

の実施を検

（単位

計 

29 平成 30 

年度 

0 

） 

260 

（1） 

0 

） 

260 

（1） 

0 

ム」を設置し

検討します。

位：人日） 

平成 31

年度 

260 

（1） 

260 

（1）

0 

して実施

 



 

（11）

１

 

２

 

放課後児

保護者が

～６年生）

 

）量の見込

小学校区

ります。 

 

（１日あた

上山田

（上山田

（熊ヶ畑小

下山田

（下山田

稲築西

（稲築西

稲築東

（稲築東

碓井学

（碓井

嘉穂学

（嘉穂

嘉穂第２

（牛隈

計（①量

②確

②

２）提供体制

① 小学校

童クラブ

が就業又は疾

）に、遊び場

込みと確保方

区を提供区域

年

たり、実利用人数

学童保育所 

田小学校区） 

小学校区含む）

学童保育所 

田小学校区） 

学童保育所 

西小学校区） 

学童保育所 

東小学校区） 

学童保育所 

小学校区） 

学童保育所 

小学校区） 

２学童保育所 

小学校区） 

量の見込み） 

確保方策 

②－① 

制の内容 

校区ごとに、

（学童保育

疾病等によ

場や生活の場

方策 

域とするため

実績

年度 

数） 

平成 25

年度

 

93 

46 

146

120

73 

142

39 

659

807

148

、学童保育を

41 

所） 

り、放課後自

場を提供し

め、校区別

実績 

5 平成 26

年度 

79 

37 

149 

134 

74 

135 

36 

644 

789 

145 

を実施しま

第

自宅で保育で

、児童の健

に見込み量

平成 27

年度 

平

年

75 

37 

152 

138 

73 

129 

36 

640 

789 

149 

す。 

４章 子ど

できない家庭

健全な育成を

量を推計する

推  

成 28

年度 

平成

年度

72 70 

35 34 

155 158

140 140

72 72 

125 121

35 34 

634 629

789 789

155 160

も・子育て支

庭の小学生

を図る事業で

ると下表のよ

（単

計 

29 

度 

平成 30 

年度 

 69 

 33 

8 163 

0 140 

 72 

1 116 

 34 

9 627 

9 789 

0 162 

支援事業 

児童（１

です。 

ようにな

単位：人） 

平成 31

年度 

68 

31 

160 

140 

72 

115 

34 

620 

789 

169 
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４．幼
 

（１）

認

化等

利用

移行

の類

 

（２）

・幼

整

・嘉

の

 

（３）

・教

て

地

・地

子

 

（４）

・質

教

努

・幼

稚

 

（５）

・現

合

開

 

子ども・子

幼児期の教

認定こど

認定こども園

等によらず柔

用状況や私立

行を希望する

類型等につい

質の高い

幼稚園教育要

整備に努めま

嘉麻市保健計

の教育・保育

地域子ど

教育・保育施

ての子どもや

地域子ども

地域子ども

子育て支援の

幼稚園教

質の高い幼児

教育要領や保

努めます。 

幼稚園や保育

稚園教諭と保

教育・保

現在、嘉麻市

（園）と地域

合には、情報

開催について

子育て支援事

教育・保

ども園につい

園が幼稚園

柔軟に子ど

立幼稚園や私

る幼稚園や保

いての助言

い教育・保育

要領や保育所

ます。 

計画等、他の

育を提供で

ども・子育て

施設を利用す

やその家庭

・子育て支援

・子育て支援

の充実に努め

教諭と保育士

児期の教育

保育所保育指

育所（園）の

保育士の合同

保育施設と地

市には地域型

域型保育事業

報共有や相互

て検討します

事業 

保育の一体

いて 

と保育所（

もを受け入

私立保育園

保育園から

を行います

育の推進方

所保育指針

の計画との

きるよう努

て支援事業

する子ども

を対象に、ニ

援事業の充

援事業の実

めます。 

士への研修

・保育を総

指針で求め

の職員が相

同研修によ

地域型保育

型保育事業

業との密接

互連携のた

す。 

42 

体的提供及

園）の機能

入れられる施

の意向を随

の相談に対

。 

方策 

針を踏まえた

整合・連携

努めます。 

業の推進方策

やその家庭

ニーズに応じ

実に努めま

実施により、

修等について

総合的に提供

られている

互に教育・

る人材育成

育事業の相互

を実施する

な連携が必

めの協力体

及び推進に

能を併せ持ち

施設であるこ

随時把握する

対し、地域の

た、教育・保

携を図り、ニ

策 

庭だけでなく

じた子育て支

ます。 

妊娠・出産

て 

供できる環境

る資質の向上

保育につい

成に努めます

互連携の推

る事業所はあ

必要であるこ

体制を図るこ

に関する体

ち、保護者の

ことから、教

るとともに、

の実情や希望

保育の提供が

ニーズに応じ

く、在宅の子

支援の提供が

産期から育児

境を整えてい

上などについ

いての共通理

す。 

推進方策 

ありませんが

ことから、今

ことが出来る

体制の確保

の就労状況や

教育・保育施

認定こども

望する認定こ

ができるよう

じた質の高い

子育て家庭を

が必要であ

児へと切れ目

いくために、

いて、研修の

理解を図るた

が、幼稚園や

今後、設置さ

るよう合同会

保 

やその変

施設等の

も園への

こども園

う環境の

い幼児期

を含む全

るため、

目のない

幼稚園

の実施に

ため、幼

や保育所

された場

会議等の



 

 

（６）

・幼

と

円

と

る

に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼稚園や

幼稚園や保育

とは、幼稚園

円滑に接続で

との交流や、

る子どもの育

による連絡会

や保育所（園

育所（園）で

園や保育所

できるよう就

、職員間の交

育ちを引き続

会を開催し密

園）等と小

での子ども

（園）の重

就学に向け

交流を行う

続き支援し

密な連携を

43 

小学校との連

の育ちをそ

要な役割で

て、幼稚園

とともに、

します。また

図ります。

第

連携の推進

それ以降の生

です。幼稚園

園や保育所（

保育所児童

た、庁内の関

 

４章 子ど

進方策 

生活や学びへ

園や保育所（

（園）の子ど

童保育要録に

関係部署によ

も・子育て支

へとつなげて

（園）から小

どもと小学校

により小学校

よる会議や関

支援事業 

ていくこ

小学校へ

校在校生

校におけ

関係機関



第５章 

 

第５

１．産

１）産

・ニ

ト

・そ

・ま

・育

ら

す

 

２）本

  ① 

   

    

 

   

    

 

   

    

 

 

  ② 

本

い

育

あ

時

 

子ども・子

５章 子

産後の休

産後の休業

ニーズ調査か

ト・アルバイ

そのうち、7

また、育児休

育児休業中ま

られ、育児休

す。 

本市の取り

保護者に対

・市ホームペ

 市ホーム

が必要な情

・地域子育て

 市内３ヶ

行うと共に

・利用者支援

 子ども

教育・保育

共に、情報

育児休業満

保育所（園

本市の現状

いった傾向

また、現在

育児休業の

あることか

時（原則１歳

子育て支援の

子ども

業・育児

・育児休業後

から、本市の

イトで就労

7.4％が産休

休業制度の取

または取得後

休業の取得

り組み 

対する情報提

ページ等によ

ムページ等

情報を知る

て支援拠点で

ヶ所の地域子

に、保護者か

援事業による

・子育て支援

育施設及び地

報提供や相談

満了時から確

園）への入所

として、子

が伺われま

在全国的に

取得をため

ら、本市で

歳到達時）か

 

の特定施策 

・子育て

児休業後に

後の就労へ

の就学前児

しており、

休・育休・介

取得経験は

後に離職し

とともに、

提供・相談

よる情報提

による教育

ことができ

での情報提

子育て支援

からの相談

る相談支援

援新制度に

地域の子育

談対応等を

確実に保育

所の理由とし

どもを０歳

ます。 

０歳児の子

めらったり、

は、３２ペ

から、教育・

44 

て支援の

における

の復帰の状

童の保護者

母親の就労

介護休業中と

全体の 30.

した人が就学

就労への復

支援体制の

供 

・保育の情

る環境を整

供や相談支

拠点により

への対応を

体制の充実

おいて新た

て支援事業

行うことに

を利用でき

して、保護者

歳のときから

子どもの保護

取得中の育

ページの提供

保育を円滑

の特定施

る特定教育

状況 

者（母親）の

労率が高くな

となってい

.3％にとど

学前児童で 8

復帰を円滑に

の充実 

情報提供によ

整備します。

支援 

、教育・保

を引き続き行

実 

たに創設され

業等の利用に

により、相談

きる環境整備

者の就労が大

ら入所させる

護者が、保育

育児休業を途

供体制の確保

滑に利用でき

施策 

育・保育

の 71.8％が

なっています

ます。 

まっていま

8.5％、小学

に移行できる

より、妊婦や

 

保育の利用に

行います。 

れる利用者支

に当たっての

談支援体制の

備 

大きな割合を

るなど、入所

育所等への入

途中で切り上

保の方針によ

きるよう取り

育施設の利

がフルタイム

す。 

す。 

学生児童で 6

る環境整備が

や子育て中の

に関し、情報

支援事業を活

の情報集約を

の充実を図り

を占めていま

所の時期を早

入所時期を考

上げたりする

より、育児休

り組みを進め

利用 

ムやパー

6.5％み

が必要で

の保護者

報提供を

活用し、

を行うと

ります。 

ますが、

早めると

考慮して

る状況が

休業満了

めます。 



 

２．子

策
 

（１）

１

 

２

 

３

 

子どもに

との連携

児童虐待

１）乳幼児虐

・保護者に

日常保育

用し、子

の早期発

・今後も、

の早期発

ける保護

保護者の

２）訪問事業

・乳児のい

る必要な

す。（乳

・また、子

ていくこ

行ってい

・今後も、

象家庭の

充実を図

３）関係機関

・本市では

会を設置

容に関す

・今後も、

実務者会

係機関同

努めます

・また、本

の連絡を

制の充実

・児童の保

合に児童

設等との

関する専

携 

待防止対策 

虐待の早期発

による虐待の

育での早期発

子どもの発達

発見に努めて

、幼稚園教諭

発見に努めま

護者の悩みや

の早期発見

業による相談

いる家庭に対

な情報提供

乳児家庭全戸

子どもの養育

ことが困難な

います。（養

、これら訪問

の把握のため

図ります。 

関との連携 

は、要保護児

置し、必要な

する協議を行

、児童虐待等

会議等を適宜

同士の連携

す。 

本市だけでの

をはじめ、専

実を図ります

保護者が疾病

童を預ける

の連携を図

 

専門的な知

発見と予防

の早期発見

発見に努め

達・発育と

ています。

諭や保育士

ます。また

や不安を軽

に努めます

談支援の充

対し、保健

と様々な育

戸訪問事業）

育について

な状況にあ

養育支援訪問

問事業を継

めの様々な

児童の適切

な情報の交

行っていま

等に関する

宜開催し、

を強化し、

の対応が困

専門性を有

す。 

病や仕事な

ことができ

りながら、
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知識・技

 

のため、幼

るとともに

親子関係等

 

、保健師を

、虐待のき

軽減し、精神

。 

実 

師や助産師

児相談に応

 

支援が必要

る家庭を対

問事業） 

続して実施

機関との幅

な保護を図

換を行うと

す。 

諸問題の早

情報共有と

要保護児童

難と判断さ

する関係機

どの理由で

るよう、子

必要な支援

第５章

技術を要す

幼稚園・保育

に、乳幼児健

等を見守りな

を中心に、関

きっかけとな

神的な問題や

師等による訪

応じながら、

要でありなが

対象に訪問を

施するととも

幅広い連携を

図るため、嘉

とともに、要

早期発見及び

と具体的な処

童等に対する

されるケース

機関への連絡

で、一時的に

子育て短期支

援を実施しま

子ども・子

する支援

育所（園）へ

健診や新生児

ながら、育児

関係機関との

なる子育ての

や生活上のス

訪問を行い、

必要な保健

がら、積極的

を行い、養育

もに、関係機

を行うことに

嘉麻市要保護

要保護児童等

び早期解決を

処遇検討を行

る多方面から

スについては

絡及び支援要

に児童の養育

支援事業を実

ます。 

育て支援の特

援に関する

への入所・入

児訪問等の機

児支援及び児

の連携を図り

のあらゆる場

ストレス等を

子育て支援

健指導を行っ

的に自ら支援

育に関する助

機関の連携強

により、相談

護児童対策地

等に対する支

を円滑にする

行います。ま

らの効果的な

は、児童相談

要請を迅速に

育が困難にな

実施する児童

特定施策 

る県施

入園時や

機会を活

児童虐待

り、虐待

場面にお

を抱える

援に関す

っていま

援を求め

助言等を

強化、対

談支援の

地域協議

支援の内

るため、

また、関

な支援に

談所等へ

に行う体

なった場

童養護施



第５章 

 

（２）

１

２

 

 

子ども・子

ひとり親

１）ひとり親

・本市にお

す。 

・ひとり親

多く、家

 

２）本市の取

・本市では

談体制の

・今後も、

自立促進

経済的支

子育て支援の

家庭の自立

親家庭の現状

おける、ひ

親家庭は、子

家庭生活に

取り組み 

は、母子家庭

の充実、就労

、母子及び父

進計画等に即

支援策等の総

 

の特定施策 

立支援 

状 

とり親家庭

子育てをす

おいても様

庭等に対す

労促進のた

父子並びに

即して、子

総合的な自
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は 596 世帯

る上で経済

々な困難を

する児童扶養

めの事業な

寡婦福祉法

子育て・生活

立支援の推

帯（平成 2

済的・社会的

を抱えていま

養手当の支給

などを行って

法、同法に基

活支援策、就

推進に努めま

2 年国勢調

的に不安定な

ます。 

給など、様々

ています。 

基づく国の基

就業支援策、

ます。 

調査）となっ

な状態にある

々な経済的支

基本方針、福

養育費の確

っていま

ることが

支援や相

福岡県の

確保策・



 

（３）

    
 

１

 

２

 

３

 

４

障がいの

（※発達障

１）乳幼児健

・乳幼児健

療育訓練

要な栄養

レット等

・今後も、

には、養

を図りな

２）障がいの

・乳幼児健

練を行っ

等による

いがある

います。

・療育訓練

また、特

提供に努

３）幼稚園

・障がいの

れを行っ

・また、障

ども等の

す。今後

動の充実

４）障がいの

・幼稚園や

どもに対

専門的知

もたちに

適切な支

回相談を

等の成長

ある子ども

障がいを含みま

健診による疾

健診により、

練を紹介する

養について、

等の配布を行

、妊婦及び乳

養育能力や生

ながら受診率

のある子ども

健診等によ

っています。

る小集団療育

る２０歳未満

。（市は受付

練において

特別児童扶養

努めます。 

・保育所（園

のある子ども

っています。

障がいのある

の受け入れ

後も引き続き

実と児童福祉

のある子ど

や保育所（園

対して、幼稚

知識を有する

にあった支援

支援につなが

を実施し、特

長や発達に向

も等※に対す

ます。以下同

疾病等の早

、発育・発

る等、必要

、栄養士に

行い、普及

乳幼児に対

生活環境等

率の向上に

も等特別な支

り、発達面

。（運動、言

育も実施し

満の児童の

付事務を行い

は、今後も

養手当にお

園）・学童保

も等について

。今後も、

る子ども等

を行う保育

き、これら

祉の増進に

も等の自立

園）、学童保

稚園教諭や保

る相談員が

援方法の助

がります。

特に近年増

向けた支援
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する施策の

同じです。）

期発見と受

達の遅れを

な指導・助

よる個別指

及啓発に努め

する健康診

の問題を抱

努めます。

支援が必要な

で支援が必

言語、心理の

し、充実を図

養育者に対

い、認定・支

関係機関と

いては、制

保育所におけ

ても、幼稚

利用できる

の保育事業

所（園）に

の取り組み

努めます。

、社会参加

保育所におい

保育士等が専

が巡回して相

言などによ

また、保護

加傾向にあ

の充実に努

第５章

の充実 

受診率の向上

を早期に発見

助言を行って

指導や子ども

めています。

診査等を推進

抱えるケース

 

な子どもとそ

必要であると

の専門職によ

っています

対して、特別

支給は県が行

と連携し早期

制度や支給手

ける受け入れ

園や保育所

るよう受け入

業を円滑に実

に対し、必要

みにより、障

 

加のための必

いて、障がい

専門的な知識

相談対応を行

より、幼稚園

護者の相談対

ある発達障が

努めます。

子ども・子

上 

見し、専門機

ています。ま

もの事故防止

 

進します。ま

スが多いため

その家族等に

とされた子ど

よる個別の相

す。）また、精

別児童扶養手

行います。）

期対応、早期

手続きなどに

れ体制の充実

（園）、学童

入れ体制の充

実施するため

要な保育士の

障がいのある

必要な力を培

いのあるまた

識を有する

行っています

園教諭・保育

対応も行って

がいを含む障

育て支援の特

機関につない

また、乳幼児

止について、

また、未受診

め、関係機関

対する支援

どもに対し、

相談のほか、

精神又は身体

手当の支給を

 

期支援に努め

について十分

実 

童保育所への

充実を図りま

め、障がいの

の加配を行っ

る子ども等の

培うための取

たは可能性が

ことが少な

す。それぞれ

育士等の知識

ています。今

障がいのある

特定施策 

いだり、

児期に必

パンフ

診者の中

関と連携

の充実 

療育訓

保育士

体に障が

を行って

めます。

分な情報

の受け入

ます。 

のある子

っていま

の保育活

取り組み 

がある子

いため、

れの子ど

識向上や

今後も巡

る子ども



第５章 

 

３．職

な
 

１）

 

２）

 

 

 

子ども・子

職業生活

雇用環境

仕事と生活

・男性・女性

には、子ど

活の調和

・本市では、

調和（ワー

仕事と子育

・仕事と子育

事業や学童

育事業等、

・今後も、保

もに、関係

子育て支援の

と家庭生

境の整備施

活の調和（

性が共に子育

ども・子育て

（ワーク・ラ

、男女共同参

ーク・ライフ

育ての両立の

育ての両立

童保育所（放

、多様な保育

保育ニーズ

係法制度等の

 

の特定施策 

生活との両

施策との

ワーク・ラ

育ての喜び

て支援施策

ライフ・バ

参画社会の

フ・バラン

のための基

は、働く保

放課後児童

育ニーズに

を把握し、

の情報提供
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両立が図

の連携 

イフ・バラ

びを実感しな

の充実のみ

バランス）の

実現のため

ス）に関す

盤整備 

保護者にとっ

健全育成事

応じた保育

地域の特性

に努めます

図られるよ

ランス）の実

ながら仕事を

みならず「働

の双方を早期

めの取り組み

する情報提供

て大きな問

事業）をはじ

育サービスの

性に応じた両

す。 

ようにす

実現のための

を続けられる

働き方の改革

期に実現する

みの１つとし

供を行ってい

問題であるこ

じめ、病後児

の提供を行っ

両立支援対策

るために

の働き方の見

る社会をつく

革」による仕

ることが必要

して、仕事と

います。 

ことから、通

児保育事業や

っています。

策の充実を図

に必要

見直し 

くるため

仕事と生

要です。 

と生活の

通常保育

や延長保

 

図るとと



 

４．子
 

１）食

・本

よ

じ

・そ

や

対

い

 

２）児

・近

全

解

ト

市

ん

・こ

逆

け

面

ー

上

 

   ※

 

 

 

子どもの

食育の推進 

本来、「食育

よる保護者の

じ、子どもの

そこで本市で

やつ作りや園

対する園だよ

います。引き

児童体力等向

近年、子ども

全国的に深刻

解決しようと

トレーニング

市内の私立保

んでいます。

この取り組み

逆上がりが出

けるようにな

「体力・運動

面」など、子

ーディネーシ

上とともに、

※ 徳島大学大

によって全

激と脳の関

を発揮する

したものを

学術的意味

心身の健

育」の中心は

の生活観や食

の朝食欠食な

では、乳幼児

園庭などに

よりや給食だ

き続きこれ

向上事業 

もの体力低下

刻な問題とな

と、平成 23

グ※による児

保育園や私立

。 

みにより、「

出来ている。

なった。」「運

動能力の向上

子どもたち

ショントレ

、子どもたち

大学院 荒木秀

全体的に能力を

関係に基づいた

るトレーニング

を「コーディネ

味で「コオーデ

 

健やかな成

は家庭にある

食環境、生

などの食習慣

児期の食育

おける野菜

だより、保

らの取り組

下、学力低

なっていま

3 年度から

児童体力等

立幼稚園の

「教えていな

。」「ケガを

運動だけでな

上」のみなら

に大きな変

ーニングに

ちの知性、

秀夫教授が提唱

を向上させると

たプログラムで

グです。一般的

ネーショントレ

ディネーション
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成長を支

るものですが

生活スタイル

慣の乱れから

育の推進とし

菜作りの体験

保健だよりを

みによる「

低下、情緒的

す。本市で

市内の全公

等向上事業を

の中でも取り

ないのに、い

する子ども

なく何事にも

らず、「考え

変化が現れて

よる児童体

感性を育む

唱する、特定の

という『コオ－

で、１つ１つの

的にスポーツや

レーニング」と

ントレーニング

第５章

支えるため

が、近年、核

ルの変化等に

ら、健康上の

して、幼稚園

験などの取り

を通じて、食

「食育」の推

的問題、コミ

では、このよ

公立保育所に

を実施してい

り入れられる

いつの間にか

もが圧倒的に

も積極的に取

える力」「コ

ています。本

体力等向上事

む取り組みを

の能力を特化さ

－ディネ－ショ

の簡単な動きを

や運動に関して

と呼ぶ場合が多

グ」という用語

子ども・子

めの取り

核家族化や社

により、家庭

の様々な問題

園や保育所（

り組みを行い

食や健康に関

推進を図りま

ミュニケーシ

ような子ども

においてコオ

います。また

るなど、市内

かクラスの半

に減った。」「

取り組むよう

ミュニケー

本市では、今

事業を実施し

を進めます。

させるのではな

ン理論』によ

を組み合わせる

て、運動の技術

多いが、独自の

語を用いていま

育て支援の特

組み 

社会環境の多

庭によって偏

題が生じてい

（園）におい

い、また、保

関する啓発を

ます。 

ション問題な

もを取り巻く

オーディネー

た、この取り

内での取り組

半数以上の子

「落ち着いて

うになった

ション能力

今後も引き続

し、児童体力

 

なく、能力の組

より、運動によ

ることにより、

術・技能の獲得

のトレーニング

ます。 

特定施策 

多様化に

偏りが生

います。 

いて、お

保護者に

を行って

などが、

く問題を

ーション

り組みは

組みが進

子どもが

て話が聞

。」など、

力」「情緒

続きコオ

力等の向

組み合わせ

よる神経刺

大きな力

得を目的と

グとしての
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第６

 

１．計

幼

着

地

 

２．計

検

そ

画

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の推進

６章 計

計画の推進

本計画の推

幼児期の教育

着実な実施や

また、必要

地域ぐるみで

計画の点検

計画の推進

検・評価を行

評価にあた

その結果を公

画の一部見直

進体制 

計画の推

進体制 

推進にあたっ

育、保育及び

や推進を図り

要に応じて、

で子ども、子

検・評価 

進にあたって

行います。 

たっては、利

公表します。

直しを必要に

推進体制

っては、関係

び子育て支援

ります。 

市民の意見

子育て支援の

ては、本計画

用者の視点

なお、計画

に応じて行い
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制 

係機関と連携

援の関係者等

見を聴取し、

の環境整備に

画に基づく施

点に立った指

画に定める量

います。 

携して横断的

等の参画を積

、関係者等の

に向けた意識

施策の進捗状

指標を設定し

量の見込みが

的な施策に

積極的に得る

の協力を得

識の醸成を図

状況や計画の

し、点検及び

が大きく変動

取り組むと

るなどして、

得ながら、社

図ります。

の成果につ

び評価を毎年

動する場合に

とともに、

、計画の

社会全体、

 

いて、点

年度行い、

には、計
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